
新潟市児童福祉施設等整備事業費補助金交付要綱 

(趣旨)  

第１条 市長は、次世代育成支援対策の推進及び児童の福祉の推進を図るため、民間児

童福祉施設等の施設整備事業(以下「事業」という。)に要する費用(以下「事業費」

という。)に対し、予算の範囲内において補助金(以下「補助金」という。)を交付す

るものとし、その交付に関しては、新潟市補助金等交付規則(平成１６年新潟市規則

第１９号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１) 法人 社会福祉法(昭和２６年法律第４５号)第２２条に規定する社会福祉法人

をいう。 

(２) 民間児童福祉施設等 法人が整備する児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)

第７条第１項に規定する児童福祉施設のうち、児童養護施設をいう。 

(３)事業 平成２０年６月１２日雇児発第 0612001 号厚生労働事務次官通知の別紙

「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱(以下「交付要綱」という。)」に掲

げる施設整備事業をいう。 

(補助の条件) 

第３条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

(１) 施設の設備及び運営は、新潟市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例(平成２４年新潟市条例第７７号)に適合したものであること。 

(２) 事業費について財源措置が確実なものであること。 

(３) 本市に対し、国の次世代育成支援対策施設整備交付金が交付決定されること。 

(４) 経費の配分の変更をする場合には、市長の承認を受けること。 

(５) 事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、市長の承認を受けること。 

ア 建物の規模又は構造(施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除

く。) 

イ 建物等の用途 

ウ 入所定員又は利用定員 

(６) 事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けること。 

(７) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には

速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(８) この補助金により取得し、又は効用の増加した財産を市長の承認を受けて処分し

た場合において相当の収入があったときは、その収入の全部又は一部を県に納付さ



せることがあること。 

(９) この補助金により取得し、又は効用の増加した財産は、事業の完了後も善良な管

理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

(１０) 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約におい

ても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に負わせることを承諾してはな

らない。 

(１１) 事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど市が行

う契約手続きの取扱いに準拠しなければならない。 

(１２) この補助金にかかる補助金の交付と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書

等寄付金分配金、又は、日本自転車振興会又は日本小型自動車振興会若しくは日

本船舶振興会の補助金の交付を受けてはならない。 

(１３) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

ての証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておか

なければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある

場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第

１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日

のいずれか長い日まで保管しておかなければならない。 

(１４) 補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行わなければならない。 

(施設整備事業費補助金の額及び対象経費) 

第４条 補助金の額及び対象経費は、交付要綱の８に定める算定方法に基づき算出した

交付基礎額に２分の３を乗じて得た額の範囲内の額を補助金の額とする。ただし、算

出した額に１，０００円未満が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 (施設整備事業費補助金の対象外) 

第５条 事業のうち、次に掲げる経費は、補助の対象としないものとする。 

(１) 土地の買収又は整地に要する費用 

(２) 職員の宿舎に要する費用 

(３) その他施設整備費として適当と認められない費用 

(補助の協議) 

第６条 補助金を受けようとする法人は、事前に市長に対して協議をしなければならな

い。 

２ 前項の協議をしようとする法人は、児童福祉施設等整備事業費補助金協議書(第１

号様式)に必要な書類を添えて、市長が定める期日までに提出しなければならない。 

(施設整備事業費補助金の交付の申請等) 

第７条 規則第６条に規定する補助金等交付申請書(以下「交付申請書」という。)の様

式は、第２号様式とする。 



２ 市長は、交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すべ

きものと認めたときは補助金等交付決定通知書(第３号様式。以下「決定通知書」と

いう。)により、認めないときはその旨を当該交付申請書の申請をした法人に通知す

るものとする。 

(申請の取下げ期間等) 

第８条 決定通知書を受けた法人(以下「補助金等交付決定法人」という。)が、交付申

請書の取下げを申し出ることができる期間は、決定通知書を受理した日から１０日以

内とする。 

２ 前項の申出があったときは、当該申出に係る補助金の交付決定は、なかったものと

みなす。 

(計画変更の承認申請等) 

第９条 補助金等交付決定法人は、補助金の交付決定を受けた計画内容を変更、中止又

は廃止しようとするときは、事務事業計画変更(中止・廃止)申請書(第４号様式。以

下「変更等申請書」という。)に計画の変更、中止又は廃止の内容を証する書類を添

えて速やかに市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、変更等申請書の提出があったときは、その内容を審査し、承認の可否を決

定し、変更等申請書を提出した者に通知するものとする。この場合において、市長は

補助金の交付決定を取消し、又はその内容を変更することができる。 

(状況報告) 

第１０条 補助金等交付決定法人は、事業に係る工事に着手したときは、事業着手届(第

５号様式)に必要な書類を添えて、工事に着手した日から５日以内に市長に提出し、

また、工事進捗状況については、工事進捗状況報告(様式第６号)により１２月現在の

状況を、翌月１０日までに市長に提出しなければならない。 

２ 補助金等交付決定法人は、事業に係る工事が完成したときは、事業完成届(第７号

様式)及び工事契約金額報告書(第８号様式)に整備区分ごとに必要な書類を添えて速

やかに市長に提出しなければならない。 

 (実績報告書の様式等) 

第１１条 規則第１３に規定する補助事業実績報告書の様式は、第９号様式とし、補助

金等交付決定法人は、補助事業実績報告書に必要な書類を添えて速やかに市長に提出

しなければならない。 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度に交付を決定する補

助金に適用する。 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、これ以前に

規則第７条第１項により交付の決定を受けた事業に対するこの要綱の規定の適用

については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 



第 1 号様式(第６条関係) 

児童福祉施設等整備事業費補助金協議書

                               年  月  日

  （宛先）新 潟 市 長

住所又は所在地   

名  称     

氏名又は代表者氏名

印

               （本人署名の場合は、押印省略可）

 次のとおり児童福祉施設を整備したいので、新潟市児童福祉施設等整備事業費補助金

交付要綱第６条の規定により協議します。

１ 施 設 の 種 類

２ 施設の名称、所在

地 及 び 設 置 主 体

３ 法 人 認 可 年 月 日       年  月  日 認可済・認可申請予定

４ 施 設 認 可 年 月 日       年  月  日 認可済・認可申請予定

５ 整 備 種 別
 一 般 整 備 ・ Ｐ Ｆ Ｉ 方 式 （ 整備主体     ）・ 貸 与 方 式
（整備主体    ）

６ 整 備 区 分
 創設・大規模修繕等・増築・増改築・改築・拡張

 その他( ) 
７ 老 朽 度 ・ 現 存 率

８ 継 続 事 業   年度   ％   年度   ％    年度   ％

９ 用 地 の 状 況 所有・借地・買収予定    ㎡  危険区域指定 有・無

10添 付 書 類

(１) 補助額算出内訳書（別紙１）

(２) 事業計画書（別紙２）

(３) 位置図、配置図、平面図

(４) 部屋別面積表（別紙３）

(５) 民間２者の工事見積書（整備区分が大規模修繕の場合）

(６) 登記簿

(７) その他市長が必要と認める書類



第２号様式(第７条関係) 

補助金等交付申請書 

                                年  月  日

  （宛先）新 潟 市 長

住所又は所在地 

              申請人  名 称

氏名又は代表者名

印 

                   （本人署名の場合は、押印省略可）

     年度において次のとおり交付していただきたく、新潟市補助金等交付規則第

６条の規定により申請します。

１ 補助事業等の名称

２ 補助金等の名 称

３ 補助事業の目的及

び内容

４ 補助対象経費                 円

５ 交付申請額                 円

６ 補助事業の着手

（予定）年月日
     年  月  日

７ 補助事業の完了

（予定）年月日
     年  月  日

８ 情報公開の内容、

方法及び時期

９ 添 付 書 類

（１） 理由書及び補助額算出内訳書（別紙１）

（２） 事業計画書（別紙２）

（３） 収支予算書（別紙４）

（４） 財産目録及び貸借対照表

（５） 案内図、配置図、平面図及び立面図

（改築等の場合は、既存施設との関係を明らかにする

こと）

（６） 工事仕様書

（７） 工事費費目別内訳書

（８） 部屋別面積表（別紙３）

（９） その他市長が必要と認める書類



第３号様式(第７条関係) 

補 助 金 等 交 付 決 定 通 知 書

  新 第   号 

住所又は所在地 

          申請人 名  称     

氏名又は代表者氏名

      年  月  日付け提出のあった交付申請書については、次のとおり決定

したので、新潟市補助金等交付規則第７条の規定により通知する。

        年  月  日

                    新潟市長           印

１ 補助事業等の名称

２ 補助金等の名 称

３ 交 付 金 額                          円

４ 交 付 条 件

  新潟市補助金等交付規則に定めるもののほか、次の条件を

付する。

５ 交 付 年 月 日
□ 決算補助

  年  月  日

□ 予算補助

６ 交付に係る指示



第４号様式(第９条関係) 

事務事業計画変更（中止・廃止）申請書

                               年  月  日

  （宛先）新 潟 市 長

住所又は所在地 

          申請人 名  称    

氏名又は代表者氏名

印

               （本人署名の場合は、押印省略可）

 次のとおり事務事業計画を変更（中止・廃止）したいので、新潟市補助金等交付規則

第１０条の規定により申請します。

１ 補 助 事 業 等 の名称

２ 補 助 金 等 の 名 称

３ 変 更 の 内 容

４ 変 更 年 月 日       年  月  日

５ 変 更 の 理 由

６ 添 付 書 類

決    定    書

 申請のとおり□承認する。                  年  月  日

        □承認しない。

                     新潟市長            印



第５号様式(第１０条関係) 

事 業 着 手 届

                               年  月  日

  （宛先）新 潟 市 長

住所又は所在地 

        補助事業者 名  称    

氏名又は代表者氏名

印

               （本人署名の場合は、押印省略可）

  次のとおり事業に着手したので、新潟市児童福祉施設等整備事業費補助金交付要綱

第１０条の規定により届けます。

１ 補 助 事 業 等 の 名 称

２ 補助事業等の施行場所

３ 着 手 年 月 日       年  月  日

４ 添付書類

(1) 工事請負契約書等の写し 

(2) 設計監督料に係る業務委託契約書等の写し 

(3) 工程表(月別出来高状況を記載すること。) 

(4) 入札結果調書等の写し 

 届出どおり相違ないことを確認しました。

       年  月  日

                  確認者 職氏名             印



第６号様式(第１０条関係) 

平成 年度児童福祉施設等整備事業費補助金による施設の工事進捗状況報告

 施設の種類        

施 設 名 設 置 主 体 創設、拡張等 
の別 

市 費 補 助 額 

Ａ     円 

１２月末日の 
出来高 

Ｂ    ％ 

３月末日まで 
の出来高見込 

Ｃ    ％ 

繰 越 見 込 高 

Ｄ(100-C)   ％ 

繰 越 見 込 額 

Ｅ(A×D)  円 

備  考 

合 計 

住所又は所在地  

        補助事業者 名  称    

氏名又は代表者氏名

印

               （本人署名の場合は、押印省略可）



第７号様式(第１０条関係) 

事 業 完 成 届

                               年  月  日

  （宛先）新 潟 市 長

住所又は所在地  

        補助事業者 名  称    

氏名又は代表者氏名

印

               （本人署名の場合は、押印省略可）

  次のとおり事業を完成したので、新潟市児童福祉施設等整備事業費補助金交付要綱第１０条

の規定により届けます。

１ 補 助 事 業 等 の 名 称

２ 補助事業等の施行場所

３ 完 成 年 月 日       年  月  日

４ 添 付 書 類

(1) 精算額算出内訳書(別紙５) 

(2) 事業実績書(別紙６) 

(3) 工事仕様書 

(4) 支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書 

(5) 部屋別面積表(申請時と変更がない場合は省略できるものと

する。) 

(6) 工事請負契約書の写し(仮設施設整備工事に当たり賃貸借を

行った場合は、当該賃貸借契約書の写しを含む。) 

(7) 建物平面図(建物面積を明記したもの)及び立面図 

(8) 建築工事完了引渡証明書の写し 

(9) 建築工事完了を確認するに足りる建築基準法(昭和２５年法

律第２０１号)第７条第５項又は第７条の２第５項の規定に

より交付された検査済証の写し 

(10) 工事着手前、施工途中及び完成後の建物内外主要部分の写

真 

(11) 工事契約金額報告書(第８号様式) 

(12) その他市長が必要と認める書類 

完 成 検 査 調 書

  次のとおり完成検査を終了しました。

       年  月  日

                  検査員 職氏名             印

                  立会人 職氏名             印

検査意見



第８号様式(第１０条関係) 

       年  月  日

  （宛先）新 潟 市 長

     社会福祉法人   

理事長           印

     施工業者

              印

工 事 契 約 金 額 報 告 書

発注者(委託者)社会福祉法人   会と請負者(受託者)           は、    

施設建設工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次のとおり締結し施工すると

ともに、交付金についてもこれに基づき算定したことを報告する。

契 約 年 月 日 金     額

  年  月  日 金     円

   年  月  日 金     円

年  月  日 金     円

設 計 監 理 委 託 契 約   年  月  日 金     円

   年  月  日 金     円

※工事請負契約分及び設計監督料に係る業務委託契約分を別葉で提出すること。



第９号様式(第１１条関係) 

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書

                             年  月  日

  （宛先）新 潟 市 長

住所又は所在地   

        補助事業者 名  称     

氏名又は代表者氏名

印

               （本人署名の場合は、押印省略可）

     年  月  日新 第   号で交付決定を受けた補助事業等の実績を新潟市補助

金等交付規則第１３条の規定により報告します。

１
補助事業等の名称

及 び 施 行 場 所

２ 補助金等の名称

３ 交付決定額及び

精 算 額

（１）交付決定額            円

（２）交付済額            円

（３）精算（確定）額            円

４ 着 手 年 月 日       年  月  日

５ 完 了 年 月 日       年  月  日

６ 事業成果の説明

７ 補助事業の精算に

係 る 収 支 明 細

８ 情報の公表状況

９ 添 付 書 類 （１）領収書の写し

（２）事業決算書（別紙７）



別　紙　１

施設の名称     　　　　　　　　　　　　　　

定員 交付基礎点数 基準点数 算定額合計

Ａ 円 Ｂ ( ≦ Ａ ) 円 Ｃ 円 Ｄ （ ＝Ａ－Ｃ ）円 Ｅ 円 Ｆ Ｇ 点 Ｈ（＝Ｆ×Ｇ）点 Ｊ(＝Ｈ×1,000）

交付基礎点数表による算定額

補助金所要額
寄付金その他の

収入額等
差引額 選定額

補　　助　　額　　算　　出　　内　　訳　　書　　（協議　・　申請　・　変更）

設置主体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設種別

設置者の総
事業費

補助対象事業費

0合計

小計

000



別 紙 ２

事  業  計  画  書

 １ 施設の概要

（１） 施設の名称及び所在地  

（２） 施設の種類       

（３） 事業の目的及び効果    

（４） 設置主体及び経営主体  

（５） 児童の状況                       単位：人

区分
児童数 今後の入所児童の見込数

現在 増・減 整備後 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

定員

現員

（６） 職員配置                          単位：人

職種 職員定数 現員 整備後

計

 ※施設長、嘱託医、児童指導員及び保育士、職業指導員、栄養士、調理員など記入

今後の入所児童の見込数の考え方



（７） 施設の配置図及び施設の経歴

ア 沿革（施設の発足から今日に至るまでを簡単（箇条書）に記載すること。） 

イ 配置図 

       用地面積     ㎡（借用地の場合は、借入先を記載すること。）

 ⑤倉 庫 

      ① 
     本 
     館 

  ②
 入第
 所 
 棟一    第二 

③ 
  入所棟 

  ④ 第 三 
   入所棟 

（注） 整備後の施設配置についても朱書で記入すること。 

ウ 施設の経歴                   入所（利用）定員    名 

整理

番号
建物の名称 構造

所有の 

状況 

延面積 

㎡

補 助 の 状 況 
説 明 

補助金名 年度 金額(千円)

１ 本 館
鉄筋

二階

自己 

所有 
1,500

国庫 

補助金 
昭48 5,000昭和48年改築 

２ 第１入所棟
木造

平屋

自己 

所有 
180

国庫 

補助金 
昭52 1,200

 昭和42年新築 

 昭和52年改築 

 （ 月 日現在入所 名） 

３ 第２入所棟
木造

平屋

借家 

（借入先）
219 － － －

 昭和42年新築 

 （ 月 日現在入所 名） 

４ 第３入所棟
木造

平屋

自己 

所有 
180

日自振 

補助金 
昭48 1,000

 昭和48年新築 

 （ 月 日現在入所 名） 

５ 倉 庫
木造

平屋

自己 

所有 
50 － 昭40 2,000昭和４０年新築 

合 計

（注）１ 配置図及び経歴は、記載例のとおり詳細確実に記入すること。 

２ 今回協議部分は朱書し、一見して他と判別できるようにすること。

エ 用地の状況（地すべり防止区域等危険区域内である場合は、その名称、指定年月

日及び防災措置の状況を記入すること。）



２ 施設・設備整備費に係る事業計画

（１）施設の規格及び構造

ア 既存施設の状況    

(ア) 敷地面積         ㎡

(イ) 敷地の所有関係（自己所有地 借地の別） 

(ウ) 建築年度      年度（経過年数       年）
(エ) 施設整備の区分（創設 拡張等の別）        
(オ) 建物の面積  建築面積      ㎡ 延面積       ㎡

(カ) 建物の構造 （ 造）

(キ) 国補助の有無 有・無       年度        千円
(ク) 財産処分承認申請の必要の有無 有・無 （解体・転用・その他）

イ 整備事業（解体撤去工事費・仮設施設工事を除く。）

(ア) 敷地面積         ㎡

(イ) 敷地の所有関係（自己所有地 借地 買収(予定)地の別）
(ウ) 施設整備の区分（創設 拡張等の別）        
(エ) 建物の面積  建築面積      ㎡ 延面積       ㎡

(オ) 建物の構造 （ 造）

ウ 解体撤去工事(既存施設に係るもの) 

(ア) 建物の面積 建築面積      ㎡ 延面積       ㎡

(イ) 建物の構造 （ 造）

(ウ) 建築年月日
(エ) 補助金の区分(    年度：国庫・民間・自己資金・その他) 
(オ) 処分(取壊し)年月日

エ 仮設施設工事

(ア) 建物の面積 建築面積      ㎡ 延面積       ㎡

(イ) 建物の構造 （ 造）

（２）整備事業費内訳

ア 主体工事費                円

イ 工事事務費                円

ウ 小計（本体工事費）            円

エ 特殊附帯工事費              円

オ 解体撤去工事費              円

カ 仮設施設整備工事費            円

キ そ の 他 工 事 費           円

ク 地域交流スペース             円

ケ 合   計                円



（３）施工計画

  ア 直 営 ・ 請 負 の 別            直営 ・ 請負 

  イ 契 約 年 月 日               年  月  日 

ウ 着 工 年 月 日               年  月  日  

エ 竣 工 年 月 日               年  月  日  

オ 事 業 開 始 年 月 日               年  月  日 

  カ 解体撤去工事関係 

   (ア) 着工年月日 

   (イ) 完了年月日 

  キ 仮設施設工事関係

 (ア) 工事期間
 (イ) 仮設施設の使用期間

３ 財源内訳

  ア 国 庫 負 担 （ 補 助 ） 金            円

  イ 新 潟 市 補 助 金            円

  ウ 設 置 者 負 担 金            円

      （内訳）一 般 財 源            円

          借 入 金            円

     （社会福祉医療機構            円 ）

 (そ  の  他               円 ）

エ    合    計             円

  オ 設置主体の予算措置状況    当初  補正（  月）



別 紙 ３

部 屋 別 面 積 表

区  分

整 備 前 整 備 後

備   考
面 積（㎡） 増減面積（㎡） 面 積（㎡）

敷 地 合 計

《適合状況》



別　紙　４

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

市　費　補　助　金 建　設　工　事　費

一　 般　 財 　源 設　計　監　理　費

計 0 計 0

住所又は所在地　　　

名　　　　称　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

   　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業収支予算書

収　　　　入 支　　　　出

　　　　　　年　　月　　日



別　紙　5

施設の名称     　　　　　　　　　　　　　　

定員 交付基礎点数 基準点数 算定額合計

Ａ 円 Ｂ ( ≦ Ａ ) 円 Ｃ 円 Ｄ（＝Ａ－Ｃ）円 Ｅ 円 Ｆ Ｇ 点 Ｈ（＝Ｆ×Ｇ）点 Ｊ(＝Ｈ×1,000）

交付基礎点数表による算定額

補助金所要額
寄付金その他の

収入額等
差引額 選定額

精　　　算　　　額　　　算　　　出　　　内　　　訳　　　書

設置主体　　　　　　　　　　　　　　

施設種別

設置者の総
事業費

補助対象事業費

0合計

小計

000



別 紙 ６

事  業  実  績  書

 １ 施設の概要

（１） 施設の名称及び所在地  

（２） 施設の種類       

（３） 事業の目的及び効果    

（４） 設置主体及び経営主体  

（５） 児童の状況                       単位：人

区分
児童数 今後の入所児童の見込数

現在 増・減 整備後 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

定員

現員

（６） 職員配置                          単位：人

職種 職員定数 現員 整備後

計

 ※施設長、嘱託医、児童指導員及び保育士、職業指導員、栄養士、調理員など記入

今後の入所児童の見込数の考え方



 ２ 施設整備費に係る事業内容

（１）施設の規格及び構造

ア 整備事業（解体撤去工事費・仮設施設工事を除く。）

(ア) 敷地面積         ㎡

(イ) 敷地の所有関係（自己所有地 借地 買収(予定)地の別）
(ウ) 施設整備の区分（創設 拡張等の別）        
(エ) 建物の面積  建築面積      ㎡ 延面積       ㎡

(オ) 建物の構造 （ 造）

イ 解体撤去工事(既存施設に係るもの) 

(ア) 建物の面積 建築面積      ㎡ 延面積       ㎡

(イ) 建物の構造 （ 造）

(ウ) 建築年月日
(エ) 補助金の区分(    年度：国庫・民間・自己資金・その他) 
(オ) 処分(取壊し)年月日

ウ 仮設施設工事

(ア) 建物の面積 建築面積      ㎡ 延面積       ㎡

(イ) 建物の構造 （ 造）

（２）支出済事業費総額

   ア 主体工事費                円

   イ 工事事務費                円

   ウ 小計（本体工事費）            円

   エ 特殊附帯工事費      円

   オ 解体撤去工事費              円

   カ 仮設施設整備工事費            円

   キ そ の 他 工 事 費           円

   ク 地域交流スペース             円

   ケ   合   計    円

(注) 工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書
   を添付すること。



（３）施工期間

 ア 契 約 年 月 日  年  月  日

 イ 着 工 年 月 日              年  月  日

 ウ 竣 工 年 月 日              年  月  日

 エ 事 業 開 始 年 月 日              年  月  日

 オ 解体撤去工事関係

（ア）着 工 年 月 日             年  月  日

（イ）完 了 年 月 日             年  月  日

カ 仮設施設整備工事関係

（ア）工 事 期 間             年  月  日～    年  月  日

（イ）仮設施設の使用期間    年  月  日～    年  月  日



別　紙　７

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

市　費　補　助　金 建　設　工　事　費

一　 般　 財 　源 設　計　監　理　費

計 0 計 0

住所又は所在地　　　

名　　　　称　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業決算書

収　　　　入 支　　　　出

　　　　　　年　　月　　日


